
 

 

                              入  札  公  告 

 

   岐阜県立ひまわりの丘総合管理棟等解体工事に関する一般競争入札公告 

 
  岐阜県立ひまわりの丘総合管理棟等解体工事について、事後審査型一般競争入札を行うので、岐阜
県会計規則（昭和３２年岐阜県規則第１９号。以下「規則」という。）第１２７条の規定により公告
します。公告事項は本公告の他、岐阜県ホームページ「【入札公告】岐阜県発注建設工事等の一般競
争入札(条件付き)」に掲載の入札公告共通事項【事後審査型】に示すとおりとします。また、入札公
告に特に記載のない事項は、岐阜県ホームページ「入札に関する要領・基準など」に掲載の岐阜県一
般競争入札実施要領（平成 13 年４月１日工検第９号）によるものとします。 
 
  平成３０年３月１日 
                                                    岐阜県知事     古田 肇 

                                           

１  一般競争入札に付する工事 

  (1) 工事番号      障－工第１号 
   工 事 名      岐阜県立ひまわりの丘総合管理棟等解体工事 
          （電子入札対象案件） 
  (2) 工事場所      岐阜県関市桐ヶ丘・迫間 地内 
  (3) 工事概要    解体工事 
          ・建物概要 別添「対象建物一覧表」のとおり 
  (4) 工  期      契約日から平成３０年１２月１４日まで 
 （5）予定価格   １４９，９８５，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 
  (6) 低入札調査基準価格     有（失格判断基準 有） 
  (7) 最低制限価格       無 

(8) 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた工事です。 

  (8) 本工事は、資料提出及び入札を電子入札システムで行う対象工事です。なお、電子入札システ
  ムによりがたいものは、発注者の承諾を得た場合に限り書面で提出すること（以下「紙入札方 
  式」という。）ができます。 
   
２  入札参加資格 
  本工事は、単体又は特定建設工事共同体（以下「共同企業体」という。）による一般競争入札と

します。 
 
（１）単体で本工事の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりです。 

 必要な建設業の許可  
  特定又は一般（解体工事業又はとび・土工工事業（ただし、建設業法等の一部を改正する法律（平成２
６年法律第５５号）附則第３条１項の規定による経過措置対象者であること。以下同じ。）） 

 業種及び総合点数   
   建設業法に規定する、解体工事業又はとび・土工工事業に係る岐阜県建設工事請負業者等入札参加資格
を有すること。総合点数は問わない。 
 施工実績に関する条件  
   平成１４年度以降入札参加資格確認申請期限日（以下「申請期限日」という。）までに、元請負とし 
て、以下に示す工事を施工した実績を有すること。（共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率
が２０％以上のものに限る。） 

  なお、当該実績が国及び岐阜県発注工事、独立行政法人等で、それぞれの設置法において、建築基準法
１８条の規定上、国とみなす旨の規定のある団体が発注した工事及び岐阜県の独立行政法人が発注した工事
（工事成績評定の通知のあるものに限る）のうち、下記に示すものに係る実績である場合にあっては、工事
成績評定の評定点が６５点未満であるものを除く。 
  ・ 工事完了している建築物の解体工事で、工事費（税込み）が３０，０００千円以上、又は延べ面積

が５７０㎡以上の解体工事 
 配置技術者に関する条件  
  本工事に従事する主任技術者又は監理技術者は、次の基準を満たし、かつ、本工事の契約工期の始まり
時点において配置できる者であること。ただし、本工事の現場施工に着手する日（平成３０年５月１０日
）には専任で配置できる者であること。 

   ア 建設業法第２６条（主任技術者及び監理技術者の配置等）に該当する資格を有する者であること。 
   イ 平成１４年度以降申請期限日までに、工事完了している以下に示す解体工事の元請の監理（又は主

任）技術者若しくは現場代理人として従事した実績を有する者であること。ただし、低入札価格調査
制度における低入札調査基準価格を下回る金額で契約を締結した場合において、建設業法に規定され
た監理（又は主任）技術者とは別に追加を義務付けられた技術者としての従事実績は除く。（共同企
業体の構成員として監理（又は主任）技術者若しくは現場代理人として従事した実績は、出資比率が



２０％以上のものに限る。） 
  ・ 工事完了している建築物の解体工事で、工事費（税込み）が３０，０００千円以上、又は延べ面積

が５７０㎡以上の解体工事 
 事業所の所在地に関する条件  
   県内に、岐阜県建設工事入札参加資格者名簿に登載されている本店が所在すること。 
 設計業務等の受託者等  
 (1)対象工事に係る設計業務等の受託者は、次に掲げる者です。 
   有限会社河合建築設計事務所 
 (2)当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者とは次の①又は②に該当するもの

です。 
 ① 当該受託者の発行済み株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の

１００分の５０を超える出資をしている建設業者 
 ② 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合における

当該建設業者 
 その他の条件  
  入札公告共通事項【事後審査型】の１入札参加資格に関する事項に示すとおりとする。 

 
（２）共同企業体で入札に参加する場合は、共同企業体の構成員は２者で、結成は自主結成とし、入

札に参加する者に必要な資格は以下のとおりです。 
 【構成員の資格要件】 

 必要な建設業の許可  
  特定又は一般（解体工事業又はとび・土工事業） 

 業種及び総合点数   
   建設業法に規定する、解体工事業又はとび・土工工事業に係る岐阜県建設工事請負業者等入札参加資格
を有すること。総合点数は問わない。 
 施工実績に関する条件  
   平成１４年度以降申請期限日までに、元請負として解体工事を自ら施工した実績を有すること。 
 配置技術者に関する条件  
  建設業法第２６条（主任技術者及び監理技術者の配置等）に該当する資格を有する技術者を、契約工期
の始まり時点において配置できる者であること。ただし、本工事の現場施工に着手する日（平成３０年５
月１０日）には専任で配置できること。 
 設計業務等の受託者等  
 (1)対象工事に係る設計業務等の受託者は、次に掲げる者です。 
   有限会社河合建築設計事務所 
 (2)当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者とは次の①又は②に該当するもの

です。 
 ① 当該受託者の発行済み株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の

１００分の５０を超える出資をしている建設業者 
 ② 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合における

当該建設業者 
 その他の条件  
  入札公告共通事項【事後審査型】の１入札参加資格に関する事項に示すとおりとする。なお、当該構成
員は、本工事に係る入札において同時に他の共同企業体の構成員になることができない。 

 
【共同企業体の資格要件】 
 構成員各々の出資比率  
  ４０％以上であること。 

 施工実績に関する条件  
＜代表構成員＞ 

平成１４年度以降申請期限日までに、元請負として、以下に示す工事を施工した実績を有すること。（
共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率が２０％以上のものに限る。） 

  なお、当該実績が国及び岐阜県発注工事、独立行政法人等で、それぞれの設置法において、建築基準法
１８条の規定上、国とみなす旨の規定のある団体が発注した工事及び岐阜県の独立行政法人が発注した工事
（工事成績評定の通知のあるものに限る）のうち、下記に示すものに係る実績である場合にあっては、工事
成績評定の評定点が６５点未満であるものを除く。 
  ・ 工事完了している建築物の解体工事で、工事費（税込み）がが３０，０００千円以上、又は延べ面

積が５７０㎡以上の解体工事 
 配置技術者に関する条件  
＜代表構成員＞ 

本工事に従事する主任技術者又は監理技術者は、次の基準を満たし、かつ、本工事の契約工期の始まり
時点において配置できる者であること。ただし、本工事の現場施工に着手する日（平成３０年５月１０日
）には専任で配置できる者であること。 

   ア 建設業法第２６条（主任技術者及び監理技術者の配置等）に該当する資格を有する者であること。 
   イ 平成１４年度以降申請期限日までに、工事完了している以下に示す解体工事の元請の監理（又は主

任）技術者若しくは現場代理人として従事した実績を有する者であること。ただし、低入札価格調査
制度における低入札調査基準価格を下回る金額で契約を締結した場合において、建設業法に規定され
た監理（又は主任）技術者とは別に追加を義務付けられた技術者としての従事実績は除く。（共同企
業体の構成員として監理（又は主任）技術者若しくは現場代理人として従事した実績は、出資比率が



２０％以上のものに限る。） 
  ・ 工事完了している建築物の解体工事で、工事費（税込み）がが３０，０００千円以上、又は延べ面

積が５７０㎡以上の解体工事 
 事業所の所在地に関する条件  
   いずれの構成員も、県内に岐阜県建設工事入札参加資格者名簿に登載されている本店が所在すること。 
 その他の条件  
  入札公告共通事項【事後審査型】１入札参加資格に関する事項に示すとおりとする。 

 

３ 担当課 

区分 担当課 電話番号 住所 
入札担当課 
 
 

岐阜県健康福祉部障害福祉課 
施設整備係 

058-272-1111 
(内線2617) 

 

〒500-8570 
岐阜県岐阜市薮田南2-2-1 
岐阜県庁１０階 

工事担当課 
 

上記に同じ 
 

上記に同じ 上記に同じ 

 

４ 入札日程 

手続等 期間・期日 方法・場所 
設計図書の閲覧 
 
 

平成３０年３月 １日（木）午前９時から 
平成３０年３月２８日（水）午後４時まで 
 

電子入札システムよりダウンロード 
併せて入札担当課による閲覧 

質問の受付 
 

平成３０年３月 １日（木）午前９時から 
平成３０年３月１６日（金）午後４時まで 

電子入札システムによる 
※紙入札方式の場合 工事担当課まで持
参 

回答書の閲覧 
 

平成３０年３月２２日（木）午前９時から 
平成３０年３月２７日（火）午後４時まで 

電子入札システムによる 
入札及び工事担当課による閲覧 

入札参加資格確認申
請※1) 
 

平成３０年３月 １日（木）午前９時から 
平成３０年３月１２日（月）午後４時まで 
 

電子入札システムによる 
※紙入札方式の場合 入札担当課まで持
参 

参加資格の通知 平成３０年３月１４日（水）まで 電子入札システムによる 
※紙入札方式の場合、書面により通知 

入札書提出受付※2) 
 

平成３０年３月２６日（月）午前９時から 
平成３０年３月２７日（火）午後４時まで 

電子入札システムによる 
 

開札 
 
 
 

平成３０年３月２８日（水） 
午前１０時から 
 
 

電子入札システムによる 
岐阜県庁１０階障害福祉課執務室 
※紙入札方式の場合、入札参加資格確認
通知書の写しを持参のこと  

確認資料の提出※3) 
（落札候補者のみ） 

平成３０年３月２９日（木）午前９時から 
平成３０年３月３０日（金）午後４時まで 

工事担当課まで持参 

参加資格がないと認
めた者からの理由の
説明請求 

参加資格不適格通知をした日から起算して７
日以内（県の機関の休日を含まない） 
 

工事担当課まで持参 
書面（様式は自由） 
 

理由の説明請求に対
する回答 

説明を求めることができる最終日の翌日から
起算して１０日以内 

書面により回答 
 

入札結果の公表 
 

落札決定した日 
 

入札情報サービスによる 
入札担当課による閲覧 

   ※紙入札方式の場合は、持参を認めますが郵送又は電送によるものは受け付けません（期間・期日は同じ）。 
 

５ 手続等に必要な提出書類 

 （1）電子入札システムによる場合 

手続等 必要な提出書類 
※1)入札参加資格確
認申請時 

入札参加資格確認申請書（電子入札システム画面に入力し、下記書類を添付） 
・別記様式１-２ 入札参加資格確認申請書付属書類 
・別記様式１-３ 入札参加資格申請書付属書類（予定価格24.7億円以上の場合のみ） 
・第４号様式－１ 協定書の写し（共同企業体参加者のみ） 
・様式３(電子入札運用基準) ICカード委任状の写し（共同企業体参加者のみ） 
【総合評価落札方式の場合は下記書類を併せて添付】 
・岐阜県総合評価落札方式 申請様式第１号 総合評価に関する技術資料 
・岐阜県総合評価落札方式 申請様式２－１～２－３ 
・岐阜県総合評価落札方式 申請様式２－４(技術所見を求める場合のみ) 
・岐阜県総合評価落札方式 申請様式２－５ (技術提案を求める場合のみ) 

※2)入札書提出時 入札書（電子入札システム画面に入力し、下記書類を添付） 
・積算内訳書（様式は自由） 

※3)確認資料の提出
時（落札候補者のみ
） 

・別記様式２ 入札参加確認申請書（落札候補者用） 
・別記様式３ 工事施工実績調べ 
・別記様式４ 配置予定技術者名簿 



・別記様式５ 経営事項審査及び営業所の状況並びに設計業務受託者関係 
・各種証明（契約書の写、技術者の資格証明書の写等） 
・第４号様式－１ 協定書原本（共同企業体参加者のみ） 
・様式３ ICカード委任状原本（共同企業体参加者のみ） 
【総合評価落札方式の場合は下記書類を併せて添付】 
・確認書類（総合評価落札方式に関する技術資料の添付資料） 

・電子入札システムに様式の添付がないものは、岐阜県ホームページ【入札公告】岐阜県発注建設工事等
の一般競争入札(条件付き)からダウンロードしてください。 

・総合評価申請様式は公告ごとに異なりますので、電子入札システムからダウンロードしたものを使用し
てください。 

 
(2)紙入札方式による場合 

手続等 必要な提出書類 

【紙入札方式による場合は(1)電子入札システムによる場合に加え、下記書類を併せて添付】 

※1)入札参加資格
確認申請時  

・別記様式１ 入札参加資格確認申請書 

※2)入札書提出時 ・様式１(入札心得) 入札書 
・委任状（様式は自由）（代理人による場合のみ） 
・入札参加資格確認通知書の写し 

・様式は岐阜県ホームページ【入札公告】岐阜県発注建設工事等の一般競争入札(条件付き)からダウンロ
ードしてください。 

 
    なお、上記(1)及び(2)の手続きに必要な提出書類について、すべてもしくは一部が確認できな

い場合、又は提出書類に記載間違いがある場合、もしくは記入漏れがある場合等は提出書類不
備とし、当該入札を無効とすることがあります。 

 
 
６ その他 
 平成３０年第１回岐阜県議会の議決がない場合は、入札の執行を延期または取りやめることがあります。 
 なお、これに伴い損害が発生した場合にあっても県はその損害について一切負担しません。 
 


